
 

目標未達成事業（Ｂ、Ｃ及びＤ評価の事業）について 

 

＜Ｄ評価の事業（４事業）＞ 

14（14）労災診療被災労働者援護事業補助事業費              ・・・・ ｐ１ 

25（25）職場におけるハラスメントへの総合的な対応等労働者健康管理啓発等経費・・・ ｐ４ 

32（32）母性健康管理等対策費                      ・・・・ ｐ６ 

42（42）個別労働紛争対策費・多言語相談支援事業             ・・・・ ｐ９ 

＜C 評価の事業（０事業）＞ 

 なし 

＜Ｂ評価の事業（３事業）＞ 

13（13） 労災特別介護施設運営費・設置経費               ・・・・ ｐ13 
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37（37） 過重労働の解消及び仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み方の見直し・ｐ20 

 

※ 事業番号は令和６年度（括弧内が令和５年度）のもの 

資料２ 



 

令和６年度事業番号

（令和５年度事業番号） 

14 

（ 14 ） 
評価 D 

事業名 労災診療被災労働者援護事業補助事業費 

担当課・係 補償課福祉係 

令和５年度 

事業概要 

 労災保険指定医療機関で被災労働者への診療（国による被災労働

者に対する現物給付）に要した費用が国から労災保険指定医療機関

に支払われるまでの間の当該費用に相当する額について、（公財）労

災保険情報センターが行っている労災保険指定医療機関への無利

子貸付事業に対して、補助を行う。 
 

＜令和５年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

労災保険指定医療機関数を前年より

300 件以上増加させる。 

 毎月 10 日までに受け付けた貸付の請

求について、当月末までに 100％支払を

行う。 

実

績 

未達成 達 成 

労災保険指定医療機関数を前年より

149 件増加させた。（令和６年３月時点

44,981 件） 

毎月 10 日までに受け付けた貸付の請

求について、当月末までに 100％支払わ

れた。 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

医療機関数の推移について見ると、令和４年医療施設調査によれば、医療機関全体（小児科や産婦人科等の労

災保険の取り扱う機会がない医療機関を含む）の施設数については、平成 23 年は 176,308 施設から令和４年

は 181,093 施設と、4,785 施設の増加、1.03 倍に留まっている。このうち、病床数 20 床以上の病院は、一

般診療所と比較して受け入れる患者が多く、それに応じて労災保険の取扱いも多いと考えられるところ、7,528

施設から 7,100 施設と減少している。 

一方、労災保険指定医療機関は、平成 23 年の 39,184 件から令和６年３月時点で、44,981 件（＋149 件）

に増加し、全体を上回る 1.15 倍となっているが、最近の対前年増加件数は、令和２年度 448 件、令和３年度

343 件、令和４年度 303 件と減少傾向にあった。 

 

令和５年度の実績を踏まえ、新規指定件数と指定取消件数の動向を確認したところ、新規指定件数が 1093

件、指定取消件数が 944 件と、新規指定件数は同水準であったが、指定取消件数が前年度よりも約 130 件増

加しており、医療機関の廃止等による指定取消件数の増加が未達成の理由の１つであったと考えられる。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

労災保険における療養の給付は、被災労働者が自己負担することがない現物給付が原則であり、療養の費用の

支給は例外的なものである。今後、医療機関が新設されたとしても、現状の水準を確保する必要があることから、

引き続き労災保険指定医療機関の指定を受けていない医療機関に対し制度の周知を行うとともに、被災労働者が

労災保険指定医療機関以外の医療機関を受診して、療養（補償）等給付たる療養の費用請求書を提出した場合は、

当該医療機関に対して指定申請を行うよう積極的に働きかけることとする。 
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＜令和６年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

労災保険指定医療機関を前年より 300

件以上増加させる。 

毎月 10 日までに受け付けた貸付の請

求について、当月末までに 100％支払を

行う。 

 

＜令和６年度目標の目標設定の理由、その水準の考え方＞ 

本事業は、労災保険指定医療機関が、国に代わって療養の給付を現物給付する上で、診療費の支払いまでに

日数を要するという不利益を解消するために実施するもので、労災保険指定医療機関制度を支える重要な事業

であるため、引き続き実施する必要があり、労災保険指定医療機関制度の周知や申請勧奨を積極的に行い、こ

れまでと同水準の増加を目指すこととする。 
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払
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毎
月
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旬
）

労
災
指
定
医
療
機
関

国

③ 診 療 費 立 替 払

（ 毎 月 25 日 ）

① 診 療 費 請 求

②
立
替
払
い
の
依
頼

（ 毎 月 10 日 ）
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令和６年度事業番号

（令和５年度事業番号） 

25 

（ 25 ） 
評価 D 

事業名 
職場におけるハラスメントへの総合的な対応等労働者健康管理啓

発等経費 

担当課・係 雇用機会均等課指導係 

令和５年度 

事業概要 

令和２年６月に施行された「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律等の一部を改正する法律」（以下、改正法という）におい

て、職場におけるパワーハラスメントを防止するための雇用管理上

の措置義務化やハラスメント対策を強化したことを踏まえ、改正内

容の周知やハラスメント対策に係る取組を推進するため、下記の事

業を実施する。 

①国民及び労使に向けた周知・広報 

 ポータルサイトの継続的運営、ポスター、リーフレット等の作成・

配布、Web 広告、シンポジウムの開催 

②ハラスメント対策研修 

 職場におけるハラスメント防止措置やハラスメントに関する相

談対応や事実確認方法などに関する研修をオンデマンド方式で実

施 

③ハラスメント被害者等からの相談対応事業 

 メール、SNS による相談対応窓口の実施 

 さらに、雇用均等指導員を設置し、パワーハラスメントやセクシ

ュアルハラスメント等の被害を受けたことにより通院する、若しく

はそれに相当する精神状態と思われる労働者からの相談に適切に

対応するとともに、事業主に対する指導や事業主と労働者間の紛争

解決援助等の解決に向けた支援を行う。 

 

 加えて、事業主が、パートタイム労働者・有期雇用労働者に対す

る健康診断等について認識を深め、パートタイム労働者・有期雇用

労働者の健康管理等に取り組むために、啓発指導を行う。 
 

＜令和５年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

①委託事業において研修を実施した企業

等のうち、ハラスメントの予防・解決に向

けた取組に参考となった旨の回答の割合

を 90％以上とする。 

②ハラスメント防止対策を措置するよう

助言・指導された事業所のうち、措置を講

じた事業所割合 95％以上。 

①職場におけるハラスメント、カスタマー

ハラスメント、就活ハラスメントをテーマ

としたリーフレットを各 50,000 部作

成・配布する。 

②ハラスメント対策の周知・啓発のための

ポスターを２0,000 部作成・配布する。 

実

績 

未達成 達 成 

アウトカム指標①68.7％ 

アウトカム指標②98.2％ 

アウトプット指標①50,000 部 

アウトプット指標②21,700 部 
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＜未達成の理由・原因＞ 

 【アウトカム指標】 

①研修の効果測定について、「あかるい職場応援団」のサイト上で行ったが、サイトで研修動画を閲覧した誰も

が評価できる仕組みとしたため、動画の閲覧対象者を絞ったアンケートが実施できず、事業主等向けの詳細な

内容が、一般のサイトユーザーには、難解な内容と解されたことが目標未達成の原因と考えられる。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 
 今後は、効果測定の実施について、対象者を適切に把握の上、対応してまいりたい。 
 

＜令和６年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

①委託事業において研修を実施した企業

等のうち、カスハラ対策の取組の参考とな

った旨の回答の割合を 80％以上とする。 

②ハラスメント防止対策を措置するよう

助言・指導された事業所のうち、措置を講

じた事業所割合 95％以上。 

①職場におけるハラスメント、カスタマー

ハラスメント、就活ハラスメントをテーマ

としたリーフレットを各 50,000 部作

成・配布する。 

②ハラスメント対策の周知・啓発のための

ポスターを 20,000 部作成・配布する。 

 

＜令和６年度目標の目標設定の理由、その水準の考え方＞ 

中小企業におけるパワーハラスメント防止措置が義務化されたこと、加えてカスタマーハラスメ

ント等望ましい取組として規定されているハラスメント対策についても引き続き実施する必要が

あることから、ハラスメント対策の推進に寄与する取組となるよう指標を設定。 

5



 

令和６年度事業番号

（令和５年度事業番号） 

32 

（ ３2 ） 
評価 D 

事業名 母性健康管理等対策費 

担当課・係 雇用機会均等課母性健康管理係 

令和５年度 

事業概要 

母性健康管理措置等について、１ 事業主等を対象とする研修会の

実施、2 事業主、女性労働者向けパンフレット等の作成・配付、3  

働く女性の健康に係る専用サイトの運営（各種情報提供）及び同サ

イトでの相談 等 

 
 

＜令和５年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

１ メール相談による相談者でアンケー

トに回答した者のうち、相談者に対する回

答が役に立ったとした者の割合 95%以上 

２ 母性健康管理措置を含む男女雇用機

会均等法に基づく調停開始から終了まで

の期間が３か月以内の件数割合を 80%以

上 

１ 母性健康管理専用サイトのアクセス

数を 500 万件とする。 

２ システムへの男女雇用機会均等法等

調停の新規受理件数に対する登録件数の

割合 70％以上 

実

績 

未達成 達 成 

１ 88.9%（令和 5 年度におけるメール

による相談者でアンケートに回答があっ

た 45 件のうち、役に立ったとした件数

40 件） 

２ 87.7％ 

１ 6,164,252 件 

２ 96.1% 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

男女雇用機会均等法に基づく新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置が終了したため、相談者の意

に叶った回答とならなかったことから、役に立たなかったという回答がみられたと考えられる。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

妊娠・出産等を経て働き続ける女性の増加に伴い、その労働環境の改善に資する情報を事業主・労働者双方に提

供するために、引き続き適正に事業を実施する。 
 

＜令和６年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

メール相談による相談者でアンケートに

回答した者のうち、相談者に対する回答が

役に立ったとした者の割合 95%以上 

「働く女性の心とからだの応援サイト」の

アクセス数を 600 万件とする。 

 

＜令和６年度目標の目標設定の理由、その水準の考え方＞ 

【アウトカム指標】  

適切な母性健康管理対策の実施という目的から、利用者のニーズ等に応じた情報提供等が必要であ
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り、メールによる相談についての満足度とした。なお、アンケート回答数が少ない現状を踏まえ、

アンケートの実施方法等をさらに見直すこととした。 

 

【アウトプット指標】 

適切な母性健康管理対策の実施という目的から、女性労働者や事業主に対し、母性健康管理に関す

る情報提供、特に妊娠中の母性健康管理措置の利用について周知啓発をより一層行うことが必要で

あること及び事業実績（アクセス数）を踏まえて検討した結果、令和 5 年度を上回る件数とした。 
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２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム
、
実
施
主
体
等

１
事
業
の
目
的

母
性
健
康
管
理
等
推
進
支
援
事
業

令
和
６
年
度
予
算
額
6
4
百
万
円
（
5
5
百
万
円
）
※
（
）
内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

労
働
保
険
特
別
会
計

一
般
会
計

労
災

雇
用

徴
収

○

雇
用
環
境
・
均
等
局
雇
用
機
会
均
等
課
（
内
線
7
9
0
5
）

妊
娠
中
又
は
出
産
後
も
働
き
続
け
る
女
性
が
増
加
し
て
い
る
中
、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
に
基
づ
く
母
性
健
康
管
理
措
置
が
事
業
所
内
で
適
切
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
で

あ
り
、
母
性
健
康
管
理
措
置
に
つ
い
て
、
事
業
主
及
び
労
働
者
に
対
し
て
継
続
的
な
周
知
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
女
性
の
活
躍
推
進
を
図
る
た
め
に
は
、
妊
娠
中
又
は
出
産
後
の
女
性
労
働
者
に
限
定
す
る
こ
と
な
く
、
女
性
全
体
が
健
康
で
働
き
続
け
ら
れ
る
よ
う
支
援
が
必
要
で
あ
り
、

生
理
等
の
女
性
労
働
者
に
特
有
の
健
康
管
理
に
係
る
諸
問
題
に
つ
い
て
も
、
事
業
主
や
女
性
労
働
者
等
の
理
解
を
深
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
「
女
性
活
躍
・
男
女
共
同
参

画
の
重
点
方
針
2
0
2
3
」
に
お
い
て
も
、
働
く
女
性
の
妊
娠
・
出
産
等
、
女
性
特
有
の
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
に
起
因
す
る
望
ま
な
い
離
職
を
防
ぐ
支
援
を
求
め
ら
れ
て
い
る
。

○
企
業
や
働
く
女
性
に
対
し
て
、
母
性
健
康
管
理
に
と
ど
ま
ら
ず
、
検
討
委
員
会

で
検
討
し
た
新
た
な
課
題
、
例
え
ば
生
理
な
ど
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
専

用
サ
イ
ト
を
運
営
す
る
。

〈
サ
イ
ト
の
内
容
〉

・
事
業
主
や
全
国
の
女
性
関
連
施
設
等
向
け
の
研
修
用
の
教
材
・
動
画
の
配
信

・
母
性
健
康
管
理
、
生
理
等
に
関
す
る
メ
ー
ル
相
談
の
実
施

・
事
業
所
に
お
け
る
具
体
的
取
組
の
好
事
例
の
掲
載

・
母
性
健
康
管
理
指
導
事
項
連
絡
カ
ー
ド
の
内
容
等
に
関
す
る
情
報
提
供
等

○
企
業
向
け
、
女
性
労
働
者
向
け
の
周
知
啓
発
資
料
を
作
成
・
配
布
す
る
。

○
人
事
労
務
担
当
者
等
及
び
女
性
労
働
者
を
対
象
に
周
知
啓
発
を
行
い
、
社
会
的

機
運
を
醸
成
す
る
。

※
下
線
部
が
拡
充
内
容

検
討
委
員
会
の
開
催

検
討
委
員
会
の
開
催

○
企
業
の
人
事
労
務
担
当
者
等
を
対
象
と
し
て
、
母
性
健
康
管
理
や
生
理
な
ど
、

働
く
女
性
の
健
康
管
理
、
ス
ト
レ
ス
対
処
等
に
必
要
な
知
識
を
付
与
す
る
た

め
の
研
修
会
を
開
催
す
る
。

・
年
３
回
開
催

働
く
女
性
の
健
康
応
援
サ
イ
ト
等
に
よ
る
周
知
啓
発
【
拡
充
】

働
く
女
性
の
健
康
応
援
サ
イ
ト
等
に
よ
る
周
知
啓
発
【
拡
充
】

民
間
団
体
等

民
間
団
体
等

母
性
健
康
管
理
等
に
関
す
る
周
知
啓
発
及
び
専
用
サ
イ
ト
の
運
営
（
委
託
事
業
）

（
参
考
）
母
性
健
康
管
理
措
置
に
関
す
る
法
制
度
に
つ
い
て

労
働
基
準
法
（
母
性
保
護
）

産
前
産
後
休
業
（
労
働
基
準
法
第
6
5
条
第
１
項
、
第
２
項
）

妊
娠
中
の
軽
易
業
務
へ
の
転
換
（
労
働
基
準
法
第
6
5
条
第
３
項
）

妊
産
婦
等
の
危
険
有
害
業
務
へ
の
就
業
制
限
（
労
働
基
準
法
第
6
4
条
の
３
）

生
理
休
暇
（
労
働
基
準
法
第
6
8
条
）

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
（
母
性
健
康
管
理
）

妊
娠
中
の
健
康
診
査
等
の
受
診
に
必
要
な
時
間
の
確
保
（
1
2
条
）

妊
娠
中
又
は
産
後
１
年
以
内
に
お
け
る
健
康
診
査
等
に
基
づ
く
指
導
事
項
を
守

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
勤
務
時
間
の
変
更
な
ど
必
要
な
措
置

（
1
3
条
）

セ
ミ
ナ
ー
・
研
修
会
の
開
催

セ
ミ
ナ
ー
・
研
修
会
の
開
催

○
女
性
労
働
者
の
妊
娠
・
出
産
・
生
理
等
女
性
特
有
の
健
康
管
理
に
関
す
る
事

業
所
に
お
け
る
必
要
な
支
援
等
の
内
容
、
情
報
提
供
や
周
知
啓
発
の
方
法
を

検
討
す
る
。

・
年
３
回
開
催

【
事
業
実
績
】
サ
イ
ト
へ
の
ア
ク
セ
ス
件
数
：
5
,7
6
7
,7
5
6
件
（
令
和
４
年
度
）
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令和６年度事業番号

（令和５年度事業番号） 

４２ 

（４２） 
評価 D 

事業名 個別労働紛争対策費・多言語相談支援事業 

担当課・係 雇用環境・均等局総務課総務係、労働紛争処理業務室業務管理係 

令和５年度 

事業概要 

①個別労働紛争対策費 

全国の労働局及び労働基準監督署に「総合労働相談コーナー」を設

置（全国 379 箇所）し、労使双方から寄せられる労働問題に関す

るあらゆる相談にワンストップで対応し、内容に応じて、労働関係

の法令・裁判例や解決方法・処理機関等についての情報を提供する。

また、民事上の個別労働紛争については、相談の内容や相談者の意

向に応じて、都道府県労働局長による助言・指導や紛争調整委員会

によるあっせんを行い、紛争の自主的解決を促進する。 

 

②多言語相談支援事業 

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）及び労働基準監督署等に設

置された総合労働相談コーナー（以下「雇用環境・均等部（室）等」

という。）において、13 か国語（日本語を除く）の電話通訳に対応

した「多言語コンタクトセンター」の活用等により、職場における

ハラスメントや解雇等のトラブルに関する相談対応、紛争解決援助

等の多言語化を図る。 

 
 
 

＜令和５年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

（個別労働紛争対策費） 

都道府県労働局長の助言・指導の実施によ

る個別労働紛争の改善率を 70％以上と

する。 

 

（多言語相談支援事業） 

雇用環境・均等部（室）等への外国人から

の相談のうち、多言語コンタクトセンター

の通話翻訳若しくはタブレット端末のオ

ンライン通訳又は機械翻訳を利用した相

談件数の割合２％以上 

（個別労働紛争対策費） 

都道府県労働局長による助言・指導の手続

終了件数に占める処理期間１か月以内の

ものの割合を 95%以上とする。 

 

（多言語相談支援事業） 

雇用環境・均等部（室）等への外国人から

の相談件数前年度以上 

実

績 

未達成 達成 

（個別労働紛争対策費） 

67.9％（5,382 件(助言・指導改善件

数)/7,929 件（助言・指導実施件数））（速

報値） 

 

（多言語相談支援事業） 

2.06％（326 件/15,795 件）（速報値） 

（個別労働紛争対策費） 

99.0％（8,185 件（１か月以内処理件数）

／8,264 件（手続終了件数）（速報値） 

 

（多言語相談支援事業） 

15,795 件（速報値）（令和４年度は

15,368 件） 
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＜未達成の理由・原因＞ 

（個別労働紛争対策費） 

 個別労働関係紛争解決制度に基づく助言・指導の仕組みは、紛争当事者（労使）の話し合いによる紛争の解決

を促進・支援するために行うもので、当事者に何らかの措置を強制するものではない。 

 そうした中で、比較的解決に結びつきやすい典型的なパワハラの紛争について、労働施策総合推進法の全面施

行以降は同法の制度で対応し個別労働関係紛争解決制度では対応しなくなったこと、また、働き方の変化や企業

の人事制度の見直しが進む中で令和５年度は労働条件の引き下げや解雇等といった解決が難しい助言・指導申出

件数が増加したことが改善率低下につながったものと考えられる。 

 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

（個別労働紛争対策費） 

 個別労働関係紛争解決制度担当職員に対して、紛争当事者の話し合いよる解決の促進・支援に資する関係法令・

判例等の知識を付与する取組みをより充実して実施し、助言・指導改善率の向上を図る。 
 
 

＜令和６年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

（個別労働紛争対策費） 

都道府県労働局長の助言・指導の実施によ

る個別労働紛争の改善率を 70％以上と

する。 

 

（多言語相談支援事業） 

多言語コンタクトセンターが有用であっ

た旨の回答を 70％以上とする。（調整中） 

（個別労働紛争対策費） 

 都道府県労働局長による助言・指導の手

続終了件数に占める処理期間１か月以内

のものの割合を 95%以上とする。 

 

（多言語相談支援事業） 

 雇用環境・均等部（室）等への外国人か

らの相談件数前年度以上 

 

＜令和６年度目標の目標設定の理由、その水準の考え方＞ 

（個別労働紛争対策費） 

 個別労働紛争解決制度は、個々の紛争の実情に即した解決を促進することを目的とし、助言・指導により紛争

の解決や改善が図られることが重要であることから、直近３年間における助言・指導改善率実績（令和３年度

71.7%、令和４年度 71.5%、令和５年度 67.9%（速報値））も踏まえ、適切な事業運営の水準として令和５年

度目標値を設定したところ。令和５年度実績は目標値をやや下回ったものの、上記のとおり適切な事業運営を確

保する必要があるため、令和５年度目標を維持する形で設定した。 

（多言語相談支援事業） 

 令和５年度のアウトカム指標については、昨年度の社会復帰促進等事業に関する検討会で２％という目標がふ

さわしいのかご指摘をいただいた。本事業は雇用環境・均等部（室）等に寄せられる各種相談について、多言語

による通訳等を行う事業であるため、その利用者の多言語コンタクトセンターの有用度を令和６年度はアウトカ

ム指標とした。（調整中） 
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２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム
・
実
施
主
体
等

１
事
業
の
目
的

個
別
労
働
紛
争
対
策
事
業

令
和
６
年
度
当
初
予
算
案
3
1
億
円
（
3
1
億
円
）

※
（
）
内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

労
働
保
険
特
別
会
計

一
般

会
計

労
災

雇
用

徴
収

約
49
/1
00
約
49
/1
00

約
2/
10
0

雇
用
環
境
・
均
等
局
総
務
課
総
務
課

労
働
紛
争
処
理
業
務
室
（
内
線
7
7
3
6
）

近
年
、
労
働
組
合
組
織
率
の
低
下
、
企
業
の
人
事
労
務
管
理
の
個
別
化
、
長
期
安
定
雇
用
の
縮
小
な
ど
に
伴
い
、
解
雇
や
労
働
条
件
の
引

き
下
げ
、
い
じ
め
・
嫌
が
ら
せ
な
ど
を
め
ぐ
る
個
々
の
労
働
者
と
事
業
主
と
の
間
の
紛
争
が
増
加
し
て
い
る
。
民
事
上
の
個
別
労
働
紛
争
の

解
決
は
、
最
終
的
に
は
司
法
機
関
の
役
割
で
あ
る
が
、
司
法
機
関
の
利
用
に
は
労
使
と
も
に
時
間
的
、
経
済
的
負
担
が
伴
う
。

そ
の
た
め
、
司
法
機
関
と
の
役
割
分
担
の
下
で
、
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
行
政
と
し
て
信
頼
で

き
る
簡
易
・
迅
速
な
紛
争
解
決
機
能
を
無
料
で
提
供
し
、
当
該
紛
争
の
未
然
防
止
と
自
主
的
解
決
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
事
業
を

行
っ
て
い
る
。

◆
実
施
主
体
：
国
（
都
道
府
県
労
働
局
）

◆
負
担
割
合
：
国
1
0
/1
0

◆
事
業
実
績
(令
和
４
年
度
)：
総
合
労
働
相
談
件
数
1
2
4
万
8
,3
6
8
件

助
言
・
指
導
申
出
件
数
7
,9
8
7
件

あ
っ
せ
ん
申
請
件
数
3
,4
9
2
件

都
道
府
県
労
働
局
（
＝
実
施
主
体
）

総
合

労
働
相
談
コ
ー

ナ
ー

都
道
府
県
労
働
局
及
び
労
働
基
準
監
督
署
等
に
設
置
｜
全
国
3
7
9
か
所

【
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
３
条
】

○
法
施
行
事
務
（
監
督
権
限
の
行
使
、行
政
指
導
の
実
施
等
）
に
関
す
る
相
談

○
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
方
法
等
に
関
す
る
相
談

企
業

労
働
者

事
業
主

自
主
的
解
決

相
談紛
争

相
談
者
か
ら
の
申
請

相
談
者
か
ら
の
申
出

○
都
道
府
県

（
労
政
主
管
事
務
所
、

労
働
委
員
会
等
）

○
裁
判
所

○
法
テ
ラス

○
民
間
Ａ
Ｄ
Ｒ
等

情
報
提
供

連
携

労
働
基
準
監
督
署

公
共
職
業
安
定
所

雇
用
環
境
・均
等
部
(室
)

関
係
法
令
に
基
づ
く

行
政
指
導
等

取
次
ぎ

労
働

局
長
に
よ
る
助
言

･指
導

【
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
４
条
】

・
話
合
い
の
促
進

・
解
決
の
方
向
性
を
示
唆

・
あ
っ
せ
ん
委
員
（
弁
護
士
等
）
に
よ
る

紛
争
当
事
者
の
合
意
形
成

紛
争
調
整
委
員
会
に
よ
る
あ
っ
せ
ん

【
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
５
条
】

相
談
者
か
ら

の
申
請

○
労
働
関
係
の
法
令
、裁
判
例
、各
種
制
度
等
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
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３
実
施
主
体
等

＜
多
言
語
コ
ン
タ
ク
ト
セ
ン
タ
ー
＞

・
電
話
通
訳
に
よ
る
職
員
及
び
外
国
人
労
働
者
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
支
援
。

・
職
員
の
依
頼
に
基
づ
く
簡
易
な
文
書
翻
訳
支
援
。

・
対
応
外
国
語
：
英
語
、
中
国
語
、
韓
国
語
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
語
、
ス
ペ

イ
ン
語
、
ベ
ト
ナ
ム
語
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
語
、
タ
ガ
ロ
グ
語
、
ネ
パ
ー

ル
語
、
タ
イ
語
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
語
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
語
、
モ
ン
ゴ
ル
語

＊
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
：
平
日
8
:3
0
～
1
7
:1
5

２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム

都
道
府
県
労
働
局
雇
用
環
境
・
均
等
部
（
室
）
及
び
総
合
労
働
相
談
コ
ー
ナ
ー
で
は
、
職
場
に
お
け
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
解
雇
等
の
ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る
相
談
対
応
等
を
実
施

し
て
い
る
。

昨
今
、
外
国
人
労
働
者
の
増
加
や
多
国
籍
化
に
伴
い
、
多
様
な
言
語
に
よ
る
相
談
に
対
し
て
的
確
に
対
応
す
る
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
1
3
か
国
語
（
日
本
語
を

除
く
）
に
よ
る
電
話
通
訳
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
「
多
言
語
コ
ン
タ
ク
ト
セ
ン
タ
ー
」
を
全
て
の
雇
用
環
境
・
均
等
部
（
室
）
及
び
総
合
労
働
相
談
コ
ー
ナ
ー
で
引
き
続
き
活
用
す
る

こ
と
に
よ
り
、
多
言
語
対
応
力
を
強
化
す
る
。

１
事
業
の
目
的

雇
用
環
境
・
均
等
部
（
室
）
及
び
総
合
労
働
相
談
コ
ー
ナ
ー
に
お
け
る
多
言
語
化
の
推
進

（
外
国
人
労
働
者
等
）

？
？
？

（
労
働
局
職
員
等
）

（
労
働
局
職
員
等
）

O
K
！

（
外
国
人
労
働
者
等
）ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
・
解
雇
等
の
相
談

通
訳

通
訳

多
言
語
コ
ン
タ
ク
ト
セ
ン
タ
ー

令
和
６
年
度
予
算
額

3
,6
6
1
（
3
,6
0
4
）
千
円

労
災
勘
定

1
,8
3
1
（
1
,8
0
2
）
千
円

雇
用
勘
定

1
,8
3
0
（
1
,8
0
2
）
千
円

12



 

令和６年度事業番号

（令和５年度事業番号） 

１３ 

（ １３ ） 
評価 Ｂ 

事業名 
労災特別介護施設運営費・設置経費 

（（１）労災特別介護援護事業経費、（２）労災特別介護施設設置費） 

担当係 労働基準局労災管理課年金福祉第一係 

令和５年度 

事業概要 

在宅で介護を受けることが困難な労災重度被災労働者に対して、

その傷病・障害の特性に応じた専門的施設介護サービスを提供する

労災特別介護施設の運営を行う。 

また、当該施設の整備・修繕を行う。 
 

＜令和５年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

（１）入居者から、介護サービスが有用であった

旨の評価を 90％以上得る。 

（１）全国 8 施設の年平均での入居率を 90％

以上とする。 

実

績 

達 成 未達成 

（１）有用であった旨の評価：９２．６％ 

※１１,６７３(有用の評価)／１２,６０１(総回

答数) 

（１）年平均入居率：８3.0％ 

※６２９名(年平均入居者数)／7５８名(入居者

定員) 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

 アウトプット指標については、委託先と令和５年度～令和７年度の３箇年契約を結ぶにあたり、入居率が特に

低かった愛媛施設（令和４年度６８．２%）について、入居定員数を８８名→8２名に見直しを行ったが、年平

均入居率が 83.0％にとどまり、目標未達成となった。 

 目標未達成となった原因としては、死亡や長期入院等による退去者数が新規入居者数を上回っていることであ

る（退去者数 88 名、入居者数 61 名）。 

 また、今後、入居率を向上させていく上で、施設によって入居希望者数に差があることが課題になると考えら

れる。令和５年度の入居率が 91.8％で最も高かった宮城施設については、早期入居を希望する者が毎月平均で

8.２名いたが、入居率が最も低かった愛媛施設については、毎月平均で３．６名にとどまった。これは、入居対

象となる労災重度被災労働者数の偏在によるものと思料され、仮に各施設の所在地周辺の都道府県を北海道・東

北・関東甲信越・東海北陸・近畿・中国・四国・九州沖縄の８ブロックに分けると、愛媛施設の所在地である四

国ブロックには全労災重度被災労働者（20,２８８名（令和６年 4 月支払期時点））の 4.９％（９９１名）が居

住している状況となっており、平均値の 12.5％(2,５３６名）を大幅に下回っている。このように労災重度被災

労働者数の地域毎の偏在があることから、先述のとおり令和５年度より愛媛施設の定員の見直しを行ったものの、

愛媛施設及び北海道施設（入居定員数８８名）を除く他施設においては一律の設定であることも目標未達成の一

因であると思料される。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 アウトプット指標については、受託者からの適時の状況把握を行うとともに以下の取組を行った。 

 全都道府県労働局に対し、会議・研修等の機会を通じて職員に周知し、年金支給決定時に職員から入居対象者

に対する説明及び周知を実施すること及び全都道府県障害福祉主管部局に対し、周知広報や入居要件を満たす可

能性のある者に対する本事業の紹介を依頼するなど、入居率向上のための取組を行った。また、委託先に対して
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は、入居促進の取組内容について調査を行い、委託先が入居促進を実施していく過程で効果の検証及び改善等を

随時行うよう指示を行い、改善を求めた。 

 委託先の取組として、都道府県労働局及び市町村等の行政機関へ協力依頼などのこれまでの取組のほか、令和

４年度に引き続き労災病院及び協力医療機関等の医療ソーシャルワーカーが所属している部署（医療相談室、地

域医療連携室、地域包括支援センター等）に、労災重度被災労働者が施設に入居することのメリットを記載した

文書を持参し、労災重度被災労働者の退院支援の際に施設の紹介を行っていただくよう依頼した。令和５年度よ

り施設紹介動画を作成してＨＰに公表したり、過去に問い合わせをいただいた者に対して、改めて入居勧奨を行

うなどの取組を実施している。また、入居促進の改善のため、これまで施設ごとにしか新規入居者数等の目標を

設定していなかったが、令和６年度からは８施設全体で入居率 90％達成を目指して取り組むこととし、そのた

め、入居促進の取組状況について定期的に確認し、効果の検証を行い、見直すべきところは見直しを行いより効

果的な入居促進に取り組むこととした。 

 なお、前項で記載した、施設毎で入居希望者数に差があるという課題については、令和５年度～令和７年度の

３箇年契約を行うにあたり、特に入居率が低い愛媛施設の入居定員数を 88 名から 82 名に見直しを行うことで

対応している。その他、入居要件の見直し（これまで施設の空き状況を勘案して、障害等級の第４級程度に該当

する 60 歳以上の者についても入居させることができるとしていたが、年齢制限の撤廃を行う）、労災重度被災

労働者数の地域毎の偏在や入居者数と入居定員との乖離を考慮した上での各施設における入居定員数の更なる

見直しについても検討を進めることとする。 

 また、入居率を向上させるための取組として、早期入居希望者のうち希望施設の空き部屋がない方へはほかの

施設への入居を進めることや、入居の端緒となりうる短期滞在型介護サービスを有効活用できるよう積極的な周

知・利用促進を引き続き行っていく。加えて、適正かつ合理的な事業の運営が実施できるよう不断の見直しを行

っていくこととする。 

 
 

＜令和６年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

（１）入居者から、介護サービスが有用であった

旨の評価を 90％以上得る。 

（１）全国 8 施設の年平均での入居率を 90％

以上とする。 
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（
単
位
：
人
）

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

入
居
者
数

入
居
率

北
海
道

8
1

8
0

8
0

7
8

7
8

7
6

7
6

7
5

7
5

7
4

7
6

7
4

7
7

8
7
.5
%

宮
城

9
0

9
0

8
9

9
0

8
9

8
9

9
0

9
0

9
1

9
0

9
1

9
1

9
0

9
1
.8
%

千
葉

8
8

8
9

8
9

8
7

8
7

8
8

8
8

8
8

8
7

8
7

8
5

8
4

8
7

8
8
.8
%

愛
知

8
8

8
8

8
5

8
4

8
3

8
1

8
1

8
2

8
1

7
9

7
6

7
5

8
2

8
3
.7
%

大
阪

8
4

8
2

8
2

8
3

8
4

8
3

8
3

8
4

8
3

8
1

8
1

8
1

8
3

8
4
.7
%

広
島

7
1

6
8

7
0

7
0

7
0

7
0

6
8

7
0

7
1

7
0

7
1

7
0

7
0

7
1
.4
%

愛
媛

6
1

6
1

6
1

6
2

6
1

6
1

6
0

5
9

5
8

5
8

5
8

5
8

6
0

7
3
.2
%

熊
本

8
1

8
2

8
1

8
1

8
2

8
1

8
1

8
0

8
0

7
9

7
9

8
0

8
1

8
2
.7
%

合
計

6
4
4

6
4
0

6
3
7

6
3
5

6
3
4

6
2
9

6
2
7

6
2
8

6
2
6

6
1
8

6
1
7

6
1
3

6
2
9

8
3
.0
%

平
均

平
均
入
居
率

※
１
　
入
居
者
数
は
月
末
時
点
の
入
居
者
数
で
あ
る
。

6
4
0

6
3
3

6
2
7

6
1
6

※
２
　
入
居
率
は
各
施
設
定
員
1
0
0
名
（
北
海
道
及
び
愛
媛
は
そ
れ
ぞ
れ
9
0
名
、
8
4
名
）
か
ら
短
期
滞
在
型
介
護
サ
ー
ビ
ス
用
の
2
床
を
除
い
た
9
8
名
（
北
海
道
は
8
8
名
、
愛
媛
は
8
2
名
）
を
母
数
と
し
て
計
算

し
て
い
る
。

8
4
.4
％

8
3
.5
％

8
2
.7
％

8
1
.3
％

令
和
５
年
度
労
災
特
別
介
護
施
設
入
居
者
数

第
１
・
四
半
期

第
２
・
四
半
期

第
３
・
四
半
期

第
４
・
四
半
期

年
間
平
均
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労
災
特
別
介
護
施
設
（
ケ
ア
プ
ラ
ザ
）
の
概
要

■
労
災
年
金
を
受
給
し
て
い
る
労
災
重
度
被
災
労
働
者
（
傷
病
又
は
障
害
等
級
第
１
級
か
ら
３
級
）
は
、
全
国
で
約

20
,3

00
人
に
上
り
、
こ
の
う
ち
約

12
,0

00
人
が

60
歳
を
超
え
て
い
る
。

■
こ
れ
ら
労
災
重
度
被
災
労
働
者
及
び
そ
の
家
族
の
高
齢
化
や
核
家
族
化
の
進
展
等
に
伴
い
、
在
宅
で
の
介
護
が
困
難
と
な
り
、
介
護
に
当
た
る
家
族
介
護
者
の
肉
体
的
・
精
神
的
負
担
は
相
当

大
き
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

■
労
災
重
度
被
災
労
働
者
は
一
般
の
障
害
者
と
は
異
な
り
、
せ
き
髄
損
傷
、
頭
部
外
傷
、
じ
ん
肺
な
ど
労
働
災
害
特
有
の
傷
病
・
障
害
を
有
す
る
者
が
多
く
、
一
般
に
民
間
事
業
者
や
市
町
村
等
に

よ
り
実
施
さ
れ
て
い
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
で
は
、
そ
の
傷
病
・
障
害
の
特
性
に
応
じ
た
専
門
的
な
介
護
は
施
さ
れ
て
い
な
い
現
状
に
あ
る
。

⇒
こ
う
し
た
労
災
重
度
被
災
労
働
者
の
介
護
を
め
ぐ
る
環
境
等
を
十
分
踏
ま
え
、
傷
病
・
障
害
の
特
性
に
応
じ
た
専
門
的
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
確
実
に
提
供
す
る
た
め
、
労
災
特
別
介
護
施
設
（
ケ

ア
プ
ラ
ザ
）
の
運
営
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
労
災
重
度
被
災
労
働
者
の
生
命
・
生
活
維
持
に
必
要
な
援
護
を
図
る
。

短
期
滞
在
型
介
護
サ
ー
ビ
ス

１
．
背
景
・
目
的

２
．
事
業
の
内
容

高
齢
化
の
進
展
等
に
よ
り
在
宅
で
の
介
護
が
困
難
な
労
災
重
度
被
災
労
働
者
の
た
め
の
介
護
施
設
と
し
て
、
国
が
全
国
８
カ
所
に
設
置
し
、
せ
き
髄
損
傷
、
頭
部
外
傷
、
じ
ん
肺
等
の
労
災
特
有
の

傷
病
・
障
害
に
応
じ
た
専
門
的
な
施
設
介
護
サ
ー
ビ
ス
及
び
短
期
滞
在
型
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。

※
事
業
及
び
施
設
の
運
営
は
一
般
財
団
法
人
労
災
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
に
委
託
（
Ｒ
５
～
Ｒ
７
の
３
カ
年
契
約
）

■
施
設

○
設
置
場
所
：
北
海
道
、
宮
城
、
千
葉
、
愛
知
、
大
阪
、
広
島
、
愛
媛
、
熊
本

○
敷
地
面
積
：
約

25
,0

00
㎡
、
延
べ
床
面
積
約

11
,0

00
㎡
（

8施
設
平
均
）

○
居
室
数
（
う
ち
個
室
）
：
約
８
５
（
８
０
）
室
（
８
施
設
平
均
）
＊
個
室
の
広
さ
は
約
３
０
㎡
○
入
居
定
員
：
１
０
０
名
（
北
海
道
施
設
及
び
愛
媛
施
設
は
そ
れ
ぞ
れ
９
０
名
、
８
４
名
）

■
入
居
要
件

原
則
と
し
て
、
傷
病
等
級
又
は
障
害
等
級
が
１
級
か
ら
３
級
の
労
災
年
金
受
給
者
（
労
災
重
度
被
災
労
働
者
）
で
在
宅
で
の
介
護
が
困
難
な
者
（
障
害
等
級
４
級
程
度
の
者
で
も
、
特
例
的
に
入
居

が
認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
る
）

■
介
護
体
制

①
看
護
師
と
介
護
福
祉
士
が
２
４
時
間
体
制
で
勤
務
し
、
食
事
介
助
、
排
泄
介
助
、
入
浴
介
助
な
ど
日
常
生
活
の
介

護
を
提
供
（
２
４
時
間
３
６
５
日
介
護
）

②
入
居
者
の
障
害
、
傷
病
の
状
態
に
合
わ
せ
て
適
切
な
介
護
と
と
も
に
、
身
体
機
能
維
持
の
た
め
リ
ハ
ビ
リ
専
門
職

（
療
法
士
）
に
よ
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施

■
健
康
管
理

月
３
～
４
回
程
度
、
医
療
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
医
師
）
に
よ
る
健
康
相
談
の
実
施

■
施
設
利
用
料

年
収
や
扶
養
家
族
の
人
数
に
応
じ
、
月
額
３
万
６
千
円
か
ら
２
８
万
４
千
円
ま
で
の
１
６
段
階
に
区
分

例
年
間
収
入
４
３
０
万
円
で
配
偶
者
の
あ
る
方
が
個
室
入
居
の
場
合
月
額
１
４
万
円
（日
用
品
の
購
買
費
や
診
療

費
な
ど
は
個
人
負
担
）
＊
県
・
市
町
村
の
負
担
金
等
は
発
生
し
な
い
。
ま
た
、
介
護
保
険
適
用
対
象
外
の
施
設
で
あ
る

た
め
、
入
居
者
が
年
収
に
応
じ
た
入
居
費
を
支
払
う
の
み
で
あ
り
、
入
居
者
は
介
護
保
険
料
の
納
付
は
停
止
さ
れ
る

■
介
護
費

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
で
定
め
る
要
介
護
障
害
程
度
区
分

｢常
時
介
護
を
要
す
る
状
態
｣に
あ
る
者
⇒

17
7,

95
0円
、
｢随
時
介
護
を
要
す
る
状
態
｣に
あ
る
者
⇒

88
,9

80
円

＊
労
働
者
災
害
補
償
保
険
に
介
護

(補
償

)等
給
付
の
支
給
を
請
求
す
る
こ
と
に
よ
り
、
後
日
、
同
額
が
支
給
さ
れ
る
た
め
、

入
居
者
の
実
質
的
な
負
担
は
な
し

①
介
護
サ
ー
ビ
ス

■
短
期
滞
在
介
護
サ
ー
ビ
ス

労
災
重
度
被
災
労
働
者
を
介
護
を
し
て
い
る
家
族
等
が
、
病
気
、
冠
婚
葬
祭
、
旅
行

等
の
た
め
に
一
時
的
に
介
護
が
で
き
な
く
な
っ
た
と
き
に
、
短
期
間
、
そ
の
家
族
等
に
代

わ
っ
て
労
災
重
度
被
災
労
働
者
に
対
し
て
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
（
１
回
の
滞
在
期
間
は

原
則
と
し
て
９
泊
１
０
日
以
内
、
１
日
に
つ
き
４
，
４
０
０
円
（
食
事
代
・
消
費
税
を
含
む
）
）

■
日
帰
り
介
護
サ
ー
ビ
ス

労
災
重
度
被
災
労
働
者
に
対
し
、
日
中
の
入
浴
、
給
食
等
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

（
利
用
料
金
は
１
日
に
つ
き
７
０
０
円
（
食
事
代
・
消
費
税
を
含
む
）
）

■
家
族
同
伴
短
期
滞
在
介
護
サ
ー
ビ
ス

労
災
重
度
被
災
労
働
者
と
そ
の
家
族
が
同
伴
し
、
在
宅
で
の
生
活
に
お
い
て
必
要
と

な
る
、
日
常
生
活
動
作
、
介
護
技
術
を
習
得
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
（
１
回
の
滞
在
期
間

は
原
則
と
し
て
９
泊
１
０
日
以
内
、
利
用
料
金
は
１
名
１
日
に
つ
き
４
，
４
０
０
円
（
食
事
代
・

消
費
税
を
含
む
）
）

②
短
期
滞
在
型
介
護
サ
ー
ビ
ス

令
和
６
年
度
予
算
（
労
災
勘
定
）

1
,8
8
7
,8
3
9
（
1
,8
1
5
,2
0
6
）
千
円
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令和６年度事業番号

（令和５年度事業番号） 

１９  
（ １９ ） 

評価 Ｂ   

事業名 職場における受動喫煙対策事業   

担当課・係 労働衛生課・有害作業環境指導係 

令和５年度 

事業概要 

（1）行政経費  

 受動喫煙対策の必要性・重要性について、リーフレット等を用い

た周知啓発、事業場に対する意識調査等を行う。  

（2）委託費  

 全国の事業場からの受動喫煙対策に関する相談について、コンサ

ルタント等の専門家による相談窓口（電話・実地）を開設する。ま

た、周知啓発のための説明会を全国で開催する。  

（3）補助金  

 中小企業事業者（既存特定飲食提供施設を営む者に限る。）であっ

て喫煙室を設置する等の措置を実施する事業場に対して、費用の一

部を国が助成する。   
 

＜令和５年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

（１）①相談支援において実地指導を実施

した事業者、②相談支援において説明会に

参加した事業者から 8 割以上「役に立っ

た」旨の回答を受ける。 
（２）受動喫煙防止対策助成金を受けて対

策を講じた事業場から、８割以上「労働者

が職場において受動喫煙を受ける機会が

なくなった」旨の回答を受ける。 

（1）専門家による電話相談件数の１か月

当たりの平均実績件数について、30 件/

月以上とする。 
（2）補助金の１か月当たりの平均利用件

数について、２回/月以上とする。 

実

績 

達 成 未達成 

（１）①実地指導において「役に立った」

（満足した）と回答したのは 100%、②

説明会に参加して「役に立った」（満足し

た）と回答したのは 89.2%だった。 
（２）受動喫煙防止対策助成金を受けて対

策を講じた事業場から「労働者が職場にお

いて受動喫煙を受ける機会がなくなった」

旨回答したのは 100%だった。 

（1）専門家による電話相談件数の１か月

当たりの平均実績件数について、48.2 件

/月となった。 
（2）補助金の１か月当たりの平均利用件

数は 1.8 回/月だった。 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

 電話相談のニーズには適切に対応できていた。しかし、助成金の助成対象は健康増進法附則第２条第２項で定

める既存特定飲食提供施設の事業主のみであるが、人件費や原材料費の高騰などの影響により、想定よりも利用

回数が伸びなかったと思料している。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 
 受動喫煙防止対策助成金については、需要に合わせて予算額を修正する。 
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＜令和６年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

（１）①相談支援において実地指導を実施

した事業者、②相談支援において説明会に

参加した事業者から 8 割以上「役に立っ

た」旨の回答を受ける。 
（２）受動喫煙防止対策助成金を受けて対

策を講じた事業場から、８割以上「労働者

が職場において受動喫煙を受ける機会が

なくなった」旨の回答を受ける。 

（1）専門家による電話相談件数の１か月

当たりの平均実績件数について、30 件/

月以上とする。 
（2）補助金の１か月当たりの平均利用件

数について、1.6 回/月以上とする。 

 

＜令和６年度目標の目標設定の理由、その水準の考え方＞ 

アウトカム指標については、前年度の目標は妥当であると考え、継続して令和５年度と同様の目標を設定した。  

 また、アウトプット指標については、前年度の実績を勘案及び予算額の縮小を考慮して、それに見合う目標を

設定することとした。 
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■
職
場
に
お
け
る
受
動
喫
煙
対
策
に
つ
い
て
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
に
お
い
て
、
実
情
に
応
じ
た
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
事
業
者
の
努
力
義
務
と
さ
れ
、
当
該
努
力
義
務

に
基
づ
く
取
組
を
促
進
す
る
観
点
か
ら
、
国
が
必
要
な
援
助
を
行
う
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

■
多
数
の
者
が
利
用
す
る
施
設
等
に
お
け
る
喫
煙
の
禁
止
の
義
務
化
等
が
盛
り
込
ま
れ
た
改
正
健
康
増
進
法
が
令
和
２
年
４
月
よ
り
完
全
施
行
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

る
が
、
経
過
措
置
に
よ
り
適
用
が
猶
予
さ
れ
る
既
存
の
小
規
模
飲
食
店
（
全
飲
食
店
の
5
5
％
程
度
）
な
ど
を
中
心
に
、
積
極
的
に
受
動
喫
煙
対
策
に
取
り
組
む
事
業
者

に
対
し
て
国
の
援
助
を
引
き
続
き
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

１
事
業
の
目
的

職
場
に
お
け
る
受
動
喫
煙
対
策
推
進
事
業

２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム
、
実
施
主
体
等

労
働
基
準
局
労
働
衛
生
課
（
内
線
5
4
9
1
）

厚
生
労
働
省

委
託
事
業
者

委
託
契
約

実
地
指
導

事
業
者

労
働
者
の
受
動
喫
煙

防
止
対
策

労
働
局

■
事
業
場
か
ら
の
空
間
分
煙
の
実
施
の
た
め
の
個
別
相
談
対
応
や
事

業
場
で
の
実
地
指
導
な
ど
、
受
動
喫
煙
対
策
に
係
る
周
知
広
報
を
実

施
す
る
。

受
動
喫
煙
対
策
推
進
支
援
業
務

■
喫
煙
室
等
を
設
置
す
る
事
業
場
に
対
し
、
そ
の
費
用
の
一
部
を
助

成
す
る
。

※
助
成
率
：
２
／
３
（
主
た
る
業
種
が
飲
食
店
以
外
の
場
合
１
／
２
）

助
成
上
限
額
：
1
,0
0
0
千
円

※
受
動
喫
煙
対
策
推
進
指
導
員
を
配
置
、
助
成
金
申
請
に
つ
い
て
の
審
査
・
支
給
事
務
の

実
施
、
助
成
金
に
よ
る
設
置
後
数
年
経
過
し
た
喫
煙
室
等
の
実
地
調
査
等
を
行
う
。

受
動
喫
煙
対
策
推
進
助
成
金

委
託

喫
煙
室
等

設
置
助
成

事
務
委
任

相
談
対
応

労
働
保
険
特
別
会
計

一
般
会
計

労
災

雇
用

徴
収

○

令
和
６
年
度
予
算
額
（
労
災
勘
定
）

2
1
2
,7
4
5
(2
5
8
,3
5
4
)千
円
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令和６年度事業番号

（令和５年度事業番号） 

37 

（ 37 ） 
評価 Ｂ 

事業名 
過重労働の解消及び仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み

方の見直し 

担当課・係 

労働基準局労働条件政策課新たな働き方推進係 

雇用環境・均等局総務課雇用環境政策室働き方改善係休み方改善係 

雇用環境・均等局雇用機会均等課母性健康管理係 

令和５年度 

事業概要 

① 中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業 

 働き方改革実行計画で示された、非正規雇用労働者の処遇改善

や、過重労働防止に資する時間外労働の上限規制への対応に向けた

弾力的な労働時間制度等の労務管理に関する技術的な相談支援を

行うため、民間事業者への委託により、47 都道府県に「働き方改

革推進支援センター」を設置し、関係機関と連携を図りつつ、労務

管理・企業経営等の専門家による個別相談支援や電話相談等を実施

する。 

 

② 働き方改革推進支援助成金 

 中小企業・小規模事業者が時間外労働の上限規制等に円滑に対応

するため、生産性を高めながら働く時間の縮減に取組む場合におい

て、中小企業や傘下企業を支援する事業主団体に対する助成を行

う。 

 

③働き方・休み方改善に向けた事業 

事業主等が自ら働き方・休み方の現状を客観的に評価できる「働き

方・休み方改善指標」や企業の好事例等を提供する「働き方・休み

方改善ポータルサイト」の運営を行うほか、時季を捉えた年次有給

休暇の取得促進、特別休暇等の普及促進、勤務間インターバル制度

導入促進、仕事と生活の調和がとれた働き方普及のためのシンポジ

ウムの開催等を行う。 

 

④不妊治療に対する理解と柔軟な働き方を可能とする制度に取り

組む企業を支援し、不妊治療と仕事の両立ができる環境の整備が行

われるよう、研修、マニュアル等資料の作成・配布、実態把握のた

めのアンケート調査を実施する。 
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＜令和５年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

１ 働き方改革推進支援助成金（４コー

ス）の支給対象事業主又は支給事業主団体

に対してアンケート調査を実施し、各コー

スとも 85％以上の事業主又は事業主団

体から当該助成金制度を利用することに

よって、労働時間等の設定の改善等に役立

った旨の評価が得られるようにする。 

 

２ 働き方改革推進支援センターにおい

て、相談を受けた事業主等に対し「満足度

調査」を実施し、働き方改革を実施するに

当たっての相談対応について、「有益であ

った」「概ね有益であった」と回答した者

の割合を 95%以上とする。 

 

３ 働き方・休み方改善ポータルサイト内

の利用者アンケートにおいて、85％以上

から「使いやすい（普通を含む）」の回答

を得る。 

 

４ 不妊治療と仕事との両立担当者等を

対象とする研修会の参加企業アンケート

において、不妊治療と仕事との両立支援に

ついて「非常に参考になった」「参考にな

った」と回答した企業の割合を 80%以上

とする。 

 

１ 働き方改革推進支援助成金（適用猶予

業種等対応コース）の支給決定件数につい

て、令和５年度予算における想定件数の７

割（２,７５４件）以上とする。 

 

２ 働き方改革推進支援助成金（労働時間

短縮・年休促進支援コース）の支給決定件

数について、令和５年度予算における想定

件数の７割（３８０件）以上とする。 

 

３ 働き方改革推進支援助成金（勤務間イ

ンターバル導入コース）の支給決定件数に

ついて、令和５年度予算における想定件数

の７割（６８３件）以上とする。 

 

４ 働き方改革推進支援助成金（労働時間

適正管理推進コース）の支給決定件数につ

いて、令和５年度予算における想定件数の

７割（８３件）以上とする。 

 

５ 働き方改革推進支援助成金（団体推進

コース）の支給決定件数について、令和５

年度予算における想定件数の７割（１６５

件）以上とする。 

 

６ 働き方改革推進支援センターにおけ

るコンサルティングによる相談件数を、

30,000 件以上とする。 

 

７ 働き方改革関連法の法改正内容や働

き方改革推進支援センターを始めとした

各種支援策を掲載している新設後の「働き

方改革特設サイト」の PV 数 260 万 PV

以上（令和５年４月～令和６年３月） 

 

８ 働き方・休み方改善ポータルサイトの

アクセス件数を 1５５万件以上、企業診断

及び社員診断の診断結果件数を 6,000 件

以上とする。 

 

９ 不妊治療と仕事との両立担当者等を

対象とする研修会を 2 回以上開催する。 
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実

績 

達成 未達成 

１ 労働時間等の設定の改善に役立った

と回答した割合 

  ①適用猶予業種等対応コース：100％ 

  ②労働時間短縮・年休促進コース：99.4％ 

  ③勤務間インターバル導入コース：100％ 

  ④労働時間適正管理推進コース：100％ 

⑤団体推進コース：99.5％ 

 

２ 「有益であった」「概ね有益であった」

と回答した者の割合：98.9％ 

 

３ 「使いやすい（普通を含む）」と回答

した者の割合：１００ ％ 

 

４ 「非常に参考になった」「参考になっ

た」と回答した企業の割合は 95.3% 

 

 

 

 

 

１ 適用猶予業種等対応コース：532(P)

件 

２ 労働時間短縮・年休支援促進コース支

給決定件数：2,905(P)件 

 

３ 勤務間インターバル導入コース支給

決定件数：190(P)件 

 

４ 労働時間適正管理推進コース支給決

定件数：179(P)件 

 

５ 団体推進コース支給決定件数： 

274(P)件 

 

６ コンサルティングによる相談件数：

37,046 件 

 

７ 働き方改革特設サイトの PV 数：

4,507,043 件 

 

８ 働き方・休み方改善ポータルサイトの

アクセス件数：1,634,715 件、企業診断

及び社員診断の診断結果件数：5,748 件 

 

９ 開催 2 回 
 

＜未達成の理由・原因＞ 

【アウトプット指標】 

１～３ 労働時間短縮・年休促進支援コースは、柔軟な成果目標の設定が可能であり、３つの成果目標から１つ

以上を選べる事業主にとって利用しやすく、また比較的取り組みやすいコースとなっていたため申請が集中し、

当初見込みを上回る実績となった。 

その結果、同一年度に１コースしか申請が出来ないことから、適用猶予業種等対応コース、勤務間インターバ

ル導入コースに影響し、当初の見込みを下回ったものと考える。 

４ 労働時間適正管理推進コースは、令和６年４月から時間外労働の上限規制の適用が猶予されていた適用猶予

業種等ついて、時間外労働の上限規制が適用されることを踏まえ、当該適用猶予業種等からの申請が増加したこ

とが要因と考える。 

５ 団体推進コースは毎年度取り組めることに加え、令和６年４月から時間外労働の上限規制が適用される業種

等の使用者団体等をはじめ、各業種団体にリーフレットを配布する等の利用勧奨を継続的に行っていたことから、

当該取組により、当該コースを利用する団体が増加したことも要因と考える。 

８ アクセス件数については利用者のニーズ等を踏まえたポータルサイトのコンテンツの拡充や Web 広告を行

う等の周知により、目標を達成できた。 

診断結果件数については、働き方・休み方改善ポータルサイトの企業診断及び社員診断を行った者は 26,227

人であったが、診断結果まで出された件数は 5,748 件で、目標を達成できなかった。診断結果まで出された件

数は前年度よりも増加しているものの、複数項目選択の煩雑さ等から、診断結果まで到達しなかったことが原因

と考えられる。 
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＜改善すべき事項・今後の課題＞ 
１～５ 令和６年４月から自動車運転者、建設業等の適用猶予業種等に時間外・休日労働の上限規制が適用され
ているが、これら業種等は他の業種と比べ労働時間が長い実態があることも踏まえ、さらなる支援を行うため、
業種別課題対応コース（旧：適用猶予業種等対応コース）等の一部成果目標等を変更したところ。長時間労働の
抑制等に向けて効果的と考えられる業種等を意識しつつ、働き方改革推進支援助成金を効果的に利用していただ
くため、引き続き、当該使用者団体等を通じた周知を図るなど利用勧奨を行う。 
８ そのため、診断指標については、令和５年度に改訂を行っており、令和６年度に診断機能に反映予定である
ことから、目標達成に向けて着実に対応してまいりたい。 
 

＜令和６年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

１ 働き方改革推進支援助成金（４コー

ス）の支給対象事業主又は支給事業主団体

に対してアンケート調査を実施し、各コー

スとも 85％以上の事業主又は事業主団

体から当該助成金制度を利用することに

よって、労働時間等の設定の改善等に役立

った旨の評価が得られるようにする。 

 

２ 働き方改革推進支援センターにおい

て、相談を受けた事業主等に対し「満足度

調査」を実施し、働き方改革を実施するに

当たっての相談対応について、「有益であ

った」「概ね有益であった」と回答した者

の割合を 95%以上とする。 

 

３ 働き方・休み方改善ポータルサイト内

の利用者アンケートにおいて、85％以上

から「使いやすい（普通を含む）」の回答

を得る。 

 

４ 不妊治療と仕事との両立担当者等を

対象とする研修会の参加企業アンケート

において、不妊治療と仕事との両立支援に

ついて「非常に参考になった」「参考にな

った」と回答した企業の割合を 80%以上

とする。 

１ 働き方改革推進支援助成金（業種別課

題対応コース）の支給決定件数について、

令和６年度予算における想定件数の７割

（２,７５４件）以上とする。 

 

２ 働き方改革推進支援助成金（労働時間

短縮・年休促進支援コース）の支給決定件

数について、令和６年度予算における想定

件数の７割（５２２件）以上とする。 

 

３ 働き方改革推進支援助成金（勤務間イ

ンターバル導入コース）の支給決定件数に

ついて、令和６年度予算における想定件数

の７割（９２３件）以上とする。 

 

４ 働き方改革推進支援助成金（団体推進

コース）の支給決定件数について、令和６

年度予算における想定件数の７割（１４１

件）以上とする。 

 

５ 働き方改革推進支援センターにおけ

るコンサルティングによる相談件数を、

30,000 件以上とする。 

 

６ 働き方改革関連法の法改正内容や働

き方改革推進支援センターを始めとした

各種支援策を掲載している新設後の「働き

方改革特設サイト」の PV 数 298 万 PV

以上（令和６年４月～令和７年３月） 

 

７ 働き方・休み方改善ポータルサイトの

アクセス件数を 1６５万件以上、企業診断

及び社員診断の診断結果件数を 6,000 件

以上とする。 

 

８ 不妊治療と仕事との両立担当者等を

対象とする研修会を 2 回以上開催する。 
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＜令和６年度目標の目標設定の理由、その水準の考え方＞ 

【アウトカム指標】 

１ 働き方改革推進支援助成金について、当該助成金が利用者にとって役立つ内容となっているか

把握することが重要であるため設定した。 

２ 働き方改革推進支援センターについて、相談内容に対する専門家の支援が効果的かどうか把握

することが重要であるため、設定した。 

３ 働き方・休み方改善に向けた事業については、企業及び社員の働き方の気づき・理解が重要で

あることから、ポータルサイトの使いやすさについて引き続き高水準を維持する目標とした。 

４ 不妊治療と仕事との両立支援に関する企業や両立支援担当者等の理解・満足が重要であること

から設定した。 

 

 

【アウトプット指標】 

１～４ 働き方改革推進支援助成金について、予算上の想定件数の７割程度を目標件数として設定

した。 

５ 働き方改革推進支援センターについて、本事業は企業に対する個別相談支援を重視しているこ

とから目標として設定し、目標数値については、令和６年度の予算は令和５年度よりも減少してい

るものの、事業の効率的な運営を図ることで支援件数は同水準を維持することを目指し、昨年度と

同様の件数を設定した。 

６ アクセス件数は過去の実績（過去 3 年平均）を踏まえた目標とする。 

７ アクセス件数は過去の実績（過去 3 年平均）を踏まえた目標とし、診断結果数については、

6,000 件以上と前年度の目標を維持する。 

８ 不妊治療と仕事との両立支援に関する企業や両立支援担当者等の理解が重要であり、情報提供

のための研修が必要であることから設定した。 
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働
き
方
改
革
推
進
支
援
助
成
金

令
和
６
年
度
予
算
額
（
令
和
５
年
度
予
算
額
）
：
7
1
億
円
（
6
8
億
円
）

コ
ー
ス
名

成
果
目
標

助
成
上
限
額

助
成
対
象
と
な
る
取
組

助
成
率

業
種
別
課
題

対
応
コ
ー
ス

（
長
時
間
労
働
等

の
課
題
を
抱
え
る

業
種
等
を
支
援
す

る
た
め
、
労
働
時

間
の
削
減
等
に
向

け
た
環
境
整
備
に

取
組
む
中
小
企
業

事
業
主
に
助
成
）

建
設
事
業

い
ず
れ
か
を
１
つ
以
上
実
施

①
3
6
協
定
の
月
の
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
数
の
削
減

②
新
規
に
年
休
の
計
画
的
付
与
制
度
の
整
備

③
新
規
に
時
間
単
位
の
年
休
の
整
備
及
び
特
別
休
暇
の
整
備

④
新
規
に
９
時
間
以
上
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
を
導
入

⑤
所
定
休
日
の
増
加

成
果
目
標
の
達
成
状
況
に
基
づ
き
、
①
～
⑤
の
助
成
上
限
額
を
算
出

①
月
8
0
H
超
→
月
6
0
H
以
下
：
2
5
0
万
円
（
※
２
）

②
2
5
万
円

③
2
5
万
円

④
1
1
H
以
上
：
1
2
0
万
円
（
※
３
）

⑤
４
週
４
休
→
４
週
８
休
：
１
日
増
加
ご
と
に
2
5
万
円

労
働
時
間
短
縮
や
生
産
性
向
上
に

向
け
た
取
組

①
就
業
規
則
の
作
成
・
変
更

②
労
務
管
理
担
当
者
・
労
働
者

へ
の
研
修
（
業
務
研
修
を
含
む
）

③
外
部
専
門
家
に
よ
る

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

④
労
務
管
理
用
機
器
等
の
導
入
・

更
新

⑤
労
働
能
率
の
増
進
に
資
す
る

設
備
・
機
器
の
導
入
・
更
新

⑥
人
材
確
保
に
向
け
た
取
組
等

費
用
の

３
/４
を

助
成

（
※
７
）

自
動
車
運
転
の
業
務

い
ず
れ
か
を
１
つ
以
上
実
施

①
3
6
協
定
の
月
の
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
数
の
削
減

②
新
規
に
年
休
の
計
画
的
付
与
制
度
の
整
備

③
新
規
に
時
間
単
位
の
年
休
の
整
備
及
び
特
別
休
暇
の
整
備

④
新
規
に
1
0
時
間
以
上
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
を
導
入

成
果
目
標
の
達
成
状
況
に
基
づ
き
、
①
～
④
の
助
成
上
限
額
を
算
出

①
月
8
0
H
超
→
月
6
0
H
以
下
：
2
5
0
万
円
（
※
２
）

②
2
5
万
円

③
2
5
万
円

④
1
1
H
以
上
：
1
7
0
万
円
（
※
４
）

医
業
に
従
事
す
る

医
師

い
ず
れ
か
を
１
つ
以
上
実
施

①
3
6
協
定
の
月
の
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
数
の
削
減

②
新
規
に
年
休
の
計
画
的
付
与
制
度
の
整
備

③
新
規
に
時
間
単
位
の
年
休
の
整
備
及
び
特
別
休
暇
の
整
備

④
新
規
に
９
時
間
以
上
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
を
導
入

⑤
医
師
の
働
き
方
改
革
推
進
に
関
す
る
取
組
を
実
施

成
果
目
標
の
達
成
状
況
に
基
づ
き
、
①
～
⑤
の
助
成
上
限
額
を
算
出

①
月
8
0
H
超
→
月
6
0
H
以
下
：
2
5
0
万
円
（
※
２
）

②
2
5
万
円

③
2
5
万
円

④
1
1
H
以
上
：
1
7
0
万
円
（
※
５
）

⑤
5
0
万
円

砂
糖
製
造
業

（
鹿
児
島
県
・
沖
縄
県
に

限
る
）

い
ず
れ
か
を
１
つ
以
上
実
施

①
3
6
協
定
の
月
の
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
数
の
削
減

②
新
規
に
年
休
の
計
画
的
付
与
制
度
の
整
備

③
新
規
に
時
間
単
位
の
年
休
の
整
備
及
び
特
別
休
暇
の
整
備

④
新
規
に
９
時
間
以
上
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
を
導
入

成
果
目
標
の
達
成
状
況
に
基
づ
き
、
①
～
⑤
の
助
成
上
限
額
を
算
出

①
月
8
0
H
超
→
月
6
0
H
以
下
：
2
5
0
万
円
（
※
２
）

②
2
5
万
円

③
2
5
万
円

④
1
1
H
以
上
：
1
2
0
万
円
（
※
３
）

労
働
時
間
短
縮
・
年
休
促
進
支
援

コ
ー
ス

（
労
働
時
間
の
削
減
や
、
年
次
有
給
休
暇
の

取
得
促
進
に
向
け
た
環
境
整
備
に
取
組
む
中
小

企
業
事
業
主
に
助
成
）

い
ず
れ
か
を
１
つ
以
上
実
施

①
3
6
協
定
の
月
の
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
数
の
削
減

②
新
規
に
年
休
の
計
画
的
付
与
制
度
の
整
備

③
新
規
に
時
間
単
位
の
年
休
の
整
備
及
び
特
別
休
暇
の
整
備

成
果
目
標
の
達
成
状
況
に
基
づ
き
、
①
～
③
の
助
成
上
限
額
を
算
出

①
月
8
0
H
超
→
月
6
0
H
以
下
：
2
0
0
万
円
（
※
６
）

②
2
5
万
円

③
2
5
万
円

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
導
入
コ
ー
ス

（
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
導
入
す
る
中
小
企

業
事
業
主
に
対
し
助
成
）

新
規
に
９
時
間
以
上
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
を
導
入

導
入
し
た
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
の
時
間
数
に
応
じ
て
、
以
下
の
助

成
上
限
額
と
な
る

・
９
～
1
1
H
：
1
0
0
万
円

・
1
1
H
以
上
：
1
2
0
万
円

団
体
推
進
コ
ー
ス

（
傘
下
企
業
の
労
働
時
間
の
削
減
等
に
向
け
た

環
境
整
備
に
取
り
組
む
事
業
主
団
体
に
対
し
助

成
）

事
業
主
団
体
が
、
傘
下
企
業
の
う
ち
１
/2
以
上
の
企
業
に
つ
い

て
、
そ
の
取
組
又
は
取
組
結
果
を
活
用

上
限
額
：
5
0
0
万
円

複
数
地
域
で
構
成
す
る
事
業
主
団
体
（
傘
下
企
業
数
が
1
0
社
以
上
）

上
限
額
：
1
,0
0
0
万
円

①
市
場
調
査

②
新
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
開
発
、

実
験

③
好
事
例
の
周
知
、
普
及
啓
発

④
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

⑤
巡
回
指
導
、
相
談
窓
口
の
設
置
等

定
額

※
１

賃
上
げ
加
算
制
度
あ
り
：
賃
金
を
３
％
以
上
引
き
上
げ
た
場
合
、
そ
の
労
働
者
数
に
応
じ
て
助
成
金
の
上
限
額
を
更
に
3
0
万
円
～
最
大
3
0
0
万
円
加
算
（
５
％
以
上
：
4
8
万
円
～
最
大
4
8
0
万
円
加
算
。

常
時
使
用
す
る
労
働
者
数
が
3
0
人
を
超
え
る
場
合
は
加
算
額
１
／
２
）
。

※
２

3
6
協
定
の
月
の
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
数
の
削
減
幅
に
よ
っ
て
右
記
の
助
成
上
限
額
と
す
る
（
※
６
に
お
い
て
も
同
様
）
。
月
8
0
H
超
→
月
6
0
～
8
0
H
：
1
5
0
万
円
／
月
6
0
～
8
0
H
→
月
6
0
H
以
下
：
2
0
0
万
円

※
３

９
～
1
1
H
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
導
入
し
た
場
合
は
、
助
成
上
限
額
1
0
0
万
円

※
４

1
0
～
1
1
H
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
導
入
し
た
場
合
は
、
助
成
上
限
額
1
5
0
万
円

※
５

９
～
1
0
H
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
導
入
し
た
場
合
は
、
助
成
上
限
額
1
2
0
万
円
／
1
0
～
1
1
H
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
導
入
し
た
場
合
は
、
助
成
上
限
額
1
5
0
万
円

（
B
・
C
水
準
の
医
師
に
つ
い
て
は
1
0
時
間
以
上
に
限
る
。
）

※
６

月
8
0
H
超
→
月
6
0
～
8
0
H
：
1
0
0
万
円
／
月
6
0
～
8
0
H
→
6
0
H
以
下
：
1
5
0
万
円

※
７

事
業
規
模
3
0
名
以
下
か
つ
労
働
能
率
の
増
進
に
資
す
る
設
備
・
機
器
等
の
経
費
が
3
0
万
円
を
超
え
る
場
合
は
、
4
/5
を
助
成

合
計

4
2
0
万
円

合
計

5
2
0
万
円

合
計

4
7
0
万
円

合
計

5
2
0
万
円

（
団
体
推
進
コ
ー
ス
を
除
く
）

合
計

2
5
0
万
円
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「
働
き
方
・
休
み
方
改
善
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
」
に
つ
い
て

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
や
病
気
休
暇
等
特
別
休
暇
に
関
す
る
企
業
の
取
組
事
例
集
や
、
こ
れ
ら
の
効
果
を
解
説
し
た
動
画
等
を
掲
載

働
き
方
・
休
み
方
改
善
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

企
業
の
取
組
事
例

解
説
動
画
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令
和
６
年
度
予
算
額
4
0
百
万
円
（
4
0
百
万
円
）
※
（
）
内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

労
働
保
険
特
別
会
計

一
般
会
計

労
災

雇
用

徴
収

○

不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
等
環
境
整
備
事
業

雇
用
環
境
・
均
等
局

雇
用
機
会
均
等
課
（
内
線
7
9
0
5
）

１
事
業
の
目
的

近
年
、
不
妊
治
療
を
受
け
る
夫
婦
は
約

4.
4組
に

1組
、
不
妊
治
療
（
生
殖
補
助
医
療
等
）
に
よ
っ
て
誕
生
す
る
子
ど
も
も

13
.9
人
に

1人
と
な
る
な
ど
、
働
き
な
が
ら
不
妊
治
療
を
受

け
る
労
働
者
は
増
加
傾
向
に
あ
る
が
、
不
妊
治
療
と
仕
事
と
の
両
立
が
で
き
ず
、

16
％
（
男
女
計
（
女
性
は

23
%
）
）
の
方
が
退
職
し
て
い
る
。

ま
た
、
国
会
も
含
め
社
会
的
に
、
不
妊
治
療
の
た
め
の
休
暇
制
度
・
両
立
支
援
制
度
を
利
用
し
や
す
い
職
場
環
境
の
整
備
へ
の
関
心
が
非
常
に
高
ま
っ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
事
業
主
、
上
司
や
同
僚
に
不
妊
治
療
に
つ
い
て
の
理
解
を
促
す
と
と
も
に
、
当
該
休
暇
制
度
等
の
導
入
・
利
用
に
取
り
組
む
事
業
主
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
不
妊

治
療
と
仕
事
が
両
立
で
き
る
職
場
環
境
の
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
と
す
る
。

２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム

Ⅰ
専
門
家
に
よ
る
検
討
委
員
会
の
開
催

①
不
妊
治
療
と
仕
事
と
の
両
立
支
援
担
当
者
を
対
象
と
し
た
研
修
の
企
画
・
運
営
の
検
討

②
不
妊
治
療
と
仕
事
と
の
両
立
を
支
援
す
る
企
業
内
制
度
の
導
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
サ
ポ
ー
ト
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
の
見
直
し
に
向
け
た
検
討
等

Ⅱ
不
妊
治
療
と
仕
事
と
の
両
立
支
援
担
当
者
等
を
対
象
と
し
た
研
修
会
の
実
施

不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
や
両
立
支
援
制
度
を
利
用
し
や
す
い
環
境
整
備
に
取
り
組
む
企
業
等
の
両
立
支
援
担
当
者
等
を
対
象
に
、
労
働
者
か
ら
の
相
談

対
応
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
休
暇
制
度
等
の
利
用
を
円
滑
に
す
る
た
め
の
プ
ラ
ン
の
策
定
方
法
等
、
具
体
的
実
務
に
役
に
立
つ
情
報
提
供
を
行
う
研
修
会
（
動
画
配
信
）
を
実
施
す

る
。

Ⅲ
不
妊
治
療
と
仕
事
と
の
両
立
に
係
る
事
業
主
、
労
働
者
等
へ
の
周
知
啓
発

不
妊
治
療
と
仕
事
と
の
両
立
に
係
る
事
業
主
、
労
働
者
等
の
理
解
を
促
進
す
る
た
め
広
報
媒
体
を
用
い
た
周
知
啓
発
を
行
い
、
不
妊
治
療
と
仕
事
と
の
両
立
支
援
の
取
組

の
重
要
性
に
つ
い
て
社
会
的
気
運
の
醸
成
を
図
る
。

３
実
施
主
体

委
託
事
業
（
民
間
団
体
）

参
考

第
4次
少
子
化
社
会
対
策
大
綱

【
R
2
.
5
.
2
9
閣

議
決

定
】

（
不
妊
治
療
へ
の
支
援
よ
り
抜
粋
）

〇
不
妊
治
療
と
仕
事
の
両
立
の
た
め
の
職
場
環
境
の
整
備

不
妊
治
療
に
つ
い
て
職
場
で
の
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
、
仕
事
と
不

妊
治
療
の
両
立
に
資
す
る
制
度
等
の
導
入
に
取
り
組
む
事
業
主
を
支

援
し
、
仕
事
と
不
妊
治
療
が
両
立
で
き
る
職
場
環
境
整
備
を
推
進
す
る
。

事
業
実
績
（
令
和
４
年
度
）
：
セ
ミ
ナ
ー
に
参
加
し
て
「
非
常
に
参
考
に
な
っ
た
」
「
参
考
に
な
っ
た
」
と
回
答
し
た
企
業
の
割
合

89
.8
％
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